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大学教員の研究意欲に影響を与える要因について :
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男性 女性 男性 女性 男性 女性
職階
教授 67 2 80 8 1 2
准教授 26 8 26 11 1 1
講師 10 10 16 8 0 2
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M SD α 1 2 3 4 5 6
1　組織構成の柔軟性（8 項目） 2.45 0.64 .77 ― .73** .22** -.17** .20** .01
2　大学からの物理的・制度的な支援（9 項目） 2.74 0.67 .81 .73** ― .17** -.18** .20** .13*
3　研究意欲・学術的意義（6 項目） 3.71 0.68 .78 .01 .13* -.02 .04 .16** ―
4　研究についての大学からの期待（5 項目） 2.79 0.52 .47 .22* *.17** ― .05 .04 -.02
5　研究時間の不足（7 項目） 3.92 0.57 .64 -.17** -.18** .05 ― .12* .04
6　研究活動と教育活動のニーズの一致（5 項目） 3.16 0.42 .81 .20** .20** .04 .12* ― .16**
**p<.01，*p<.05
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（３）モデルの検証
　図２の仮説モデルを検証するために、共分散構造分析（Stractural	Equation	Model:SEM）
を実施した。仮説モデルにおける大学からの支援は、「研究についての大学からの期待」、「組
織構成の柔軟性」、「大学からの物理的・制度的な支援」の３つの変数から、教育の負担は、「研
究時間の不足」、「研究活動と教育活動のニーズの一致」の２つの変数から構成した。
図３　男女の平均値のｔ検定
図４　年齢別の平均値と多重比較の結果
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図５　領域別の平均値と多重比較の結果
図６　研究時間の確保の平均値と多重比較の結果
　これら「組織構成の柔軟性」「大学からの物理的・制度的な支援」「研究についての大学から
の期待」「研究時間の不足」「研究活動と教育活動のニーズの一致」の５つの変数が、「研究意欲・
学術的意義」にどのように影響しているかについて、Amos	Ver.20.0	for	Windowsを用いて共
分散構造分析を行った。Amosの修正指標を参考にしてパスを追加するとともに、有意でない
パスを順次削除していくことで、最終的に十分に妥当性を持つと考えられるモデルに到達した
（図７）。「研究意欲・学術的意義」に直接影響を及ぼしているものについてみると、「研究活動
と教育活動のニーズの一致」及び「大学からの物理的・制度的な支援」が研究意欲を促進し、
一方「組織構成の柔軟性」は直接には研究意欲を抑制した。ここから、研究分野の発展や社会
情勢の変化に応じて学部や学科等の教育組織が比較的短期間で改組されることや、研究活動の
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実績等に基づく校費の傾斜配分や教員への任期制の導入など競争的原理を導入することなど、
大学組織の流動性や変動性が高まることは、かえって教員の研究意欲を削ぐ一方で、大学にお
ける教育活動が自己の研究に役立つと感じられることが教員の研究意欲を高めることが明らか
になった。
図７　各要因のパス図
　また、「大学からの物理的・制度的な支援」は、「研究時間の不足」を抑制することで「研究
活動と教育活動のニーズの一致」を促進した。また、「組織構成の柔軟性」は「研究活動と教
育活動のニーズの一致」を促進することで間接的には研究意欲を促進した。前者については、
大学からの物理的・制度的な支援によって研究時間を確保できることが、教育活動を研究に結
び付けることを促進し、そのことが研究意欲を高めるという興味深い関係を示唆している。後
者は、組織構成の柔軟性が高いことは、大学組織の頻繁な改変がなされたり、任期が限られた
採用形態が増加したりすることで、直接的には教員の研究意欲を削ぐ面があるが、組織の柔軟
性によって自己の教育と研究が結び付けられると、研究意欲を向上させるという、両価的な面
を持つことを示唆している。
　さらに、「研究についての大学からの期待」、「組織構成の柔軟性」、「大学からの物理的・制
度的な支援」という組織面での要因間にはそれぞれ正の相関関係が見られた。
４．考察
（１）　各要因の分析について
　各要因の分析結果からは、女性よりは男性の方が、また職階が低いよりも高い方が、大学の
組織的、制度的な恩恵を受けやすいことが示されている。職階においては、特に准教授の負担
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が大きいようである。このことは、今回調査の対象としたタイプの大学においては、年齢的に
働き盛りにあり、研究者としてのキャリアの早期または中期にあると考えられる若手あるいは
中堅の研究者が、大学の学務・教務に時間をとられて十分に研究に打ち込むことができていな
いという、憂慮すべき状況を示していると考えられる。また、女性においては、組織からのサ
ポートを十分に感じられておらず、そのことが研究意欲の減退に結びついている可能性も示唆
されており、女性研究者を増加させるためには、一層の手厚い組織的・制度的なサポートが必
要と考えられる。
　研究分野による比較では、理系研究者に比較して文系研究者の方が、教育と自己の研究を結
び付けやすいこと、及び組織構成の柔軟性を感じていることが明らかとなった。前者は、理系
に比較して文系の研究者は、大学で求められる教育の内容に合わせて、自分の研究を変更・修
正しやすいことを示しており、後者は、文系の研究者は、肯定的であるか否定的であるかは不
明だが、研究及び教育活動において、大学の組織が改変されたり、競争原理が導入されたりす
ることの影響を受けやすいと感じていることを示唆している。この点については、より踏み込
んだ研究が必要である。
（２）　パス解析について
　大学からの物理的・制度的な支援や組織の柔軟性といった大学組織としての外的要因が研究
意欲を促進するのは、おおむね（林ら、2008）の結果と同様である。
　今回の結果から新たに明らかとなったこととして、大学組織の構成の柔軟性が、研究意欲を
向上させる面と、低下させる面の両方を持つこと、教育活動と研究活動とのニーズが一致する
ことが研究意欲を促進したことがある。こうした特徴は、今回の調査協力者がいわゆる教育大
学で勤務する教員であることの影響が大きいと考えられる。すなわち、こうした大学において
は、日々の業務において学生への指導や校務に多くの時間をとられるため、組織の柔軟性といっ
た組織改革は、教務の負担軽減といった意義がある一方で、十分な物理的・精神的余裕がない
中で研究における成果主義を押し出すような方策は、研究意欲をそぐものと考えられる。また、
組織の実態を十分に踏まえないような制度的・組織的な改革は、かえって教員の負担を増加さ
せるなど、研究意欲を減退させる恐れがあることも示唆される。
　教育と研究との関係について、本研究の結果からは、学生の指導等が日々の業務時間の大き
な割合を占め、それとは関係のない純粋に研究のための時間をねん出することが困難な現状か
ら、教員は、学生の指導内容が研究に直結するような場合に、教員は研究への意欲を高めやす
いのではないかと考えられる。さらに、教員自身が、研究時間が不足すると、教育が研究に結
びつくような工夫をする傾向があることも考えられる。
５．今後の課題
　本研究は、日本のいわゆる教育大学である私立大学のみを対象としており、いわゆる研究大
学に勤務する教員のデータが含まれていない。両種の大学では、おかれている状況が異なるこ
とで、変数間に本研究とは異なる関係が見られることが予想され、本研究で提示したモデルの
妥当性の検証のためには、今後、こうした大学に勤務する研究者の結果との比較検討が必要で
ある。これらの旧国立大学を中心とした研究大学については、現在調査を実施中である。
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